
  
⑶ その他地方独自の専門スタッフの活用状況 

【制度の概要等】 

地方公共団体は、前述の文部科学省が実施する国庫補助事業や地方交付税措置により置

かれた専門スタッフに加え、地域の特性や実情に応じて地方単独負担により専門スタッフ

を学校現場に配置することにより、教育活動の充実とともに教員の負担軽減を図っている。 

 

【調査結果】 

今回、当省が調査対象とした 17県教委、32市教委、145 校（公立小学校 64校、公立中

学校 64 校及び公立高等学校 17校）及び 8私立中学校における専門スタッフの活用状況を

調査したところ、授業等における教員への支援及びその他の職員や管理職への支援の分野

において、地方独自の専門スタッフが効果的に活用されている状況がみられるとともに、

人材バンクの活用や地元大学との連携協力により専門スタッフの人材確保に取り組んで

いる状況がみられた。 

 
ア 授業等において教員を支援する専門スタッフの活用状況 

（授業補助を行う専門スタッフの活用事例） 

17 県教委、32市教委、145校（公立小学校 64校、公立中学校 64校及び公立高等学校

17 校）及び 8 私立中学校の中には、教育活動の充実とともに教員の負担軽減を図るた

め、次のとおり、小学校における英語教育の支援や小・中学校における体育授業の補助

を行う専門スタッフを活用している事例がみられた。 

   ＜小学校における英語教育を支援する専門スタッフの活用事例＞（図表 3-⑶-①） 

   ① 小学校外国語活動支援員 

   ② グローカルイングリッシュティーチャー（ＧＥＴ） 

   ＜小・中学校における体育授業を補助する専門スタッフの活用事例＞（図表 3-⑶-②） 

   ③ スクール・アシスタント・ティーチャー（ＳＡＴ）（スポーツ） 

   ④ 体力向上補助指導員 

 

図表 3-⑶-① 小学校における英語教育を支援する専門スタッフの活用事例 

職種 内容 
小学校外国語活
動支援員 

市教委は、小学校には英語を苦手とする教員もおり、外国人である外国語
指導助手（以下「ＡＬＴ」という。）だけではなく、日本人のスタッフがいた
方が良いという教員からの要望を踏まえ、児童が英語を使う必然性、学んだ
英語が通じた成就感や達成感、異文化理解を体験的に推進することを目的に、
平成 29 年度から、日本人の小学校外国語活動支援員を配置している。平成
30年度は、同支援員を 18人採用し、19小学校に配置している。 

小学校外国語活動支援員は、同市が実施する児童の学ぶ意欲と学ぶ習慣の
育成を目的とする「学びフロンティアプロジェクト」の指定校や英語の授業
時間数が多い学校に配置されているが、小学校から配置の要望が多いことか
ら、平成 29 年度は 6人であったところ、30年度は 18人に増員しており、今
後更に増やしていく予定であるとしている。 
小学校外国語活動支援員の職務は、①小学校外国語活動及び国際理解の授

業の補助、②外国語活動の授業に必要な教材・教具の作成であり、実用英語
技能検定 2級程度を有する者を採用している。 

市教委は、小学校外国語活動支援員は各校に配置され、同支援員同士が普
段顔を合わせる機会がないため、定期的に意見交換の場を設けたり、グルー
プメールを作るなどコミュニケーションを取りやすい環境を作るよう工夫し
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ており、配置要綱においても、担当教員とのティーム・ティーチングを効果
的に実施するために、授業前の打合せや授業後の反省について、勤務中に設
定することを推奨している。 
 市教委及び小学校外国語活動支援員が派遣された小学校からは、同支援員
の配置による効果について、下表のような意見が聴かれた。 
 
表 小学校外国語活動支援員の配置による効果 

区分 意見の内容 

市教委 

 小学校外国語活動支援員が教員とＡＬＴとの打合せに参加し、両者の

架け橋となり、英語教材の作成や英語の授業の補助を行うことで教員の

負担軽減につながっている。小学校では、教員は放課後まで空き時間が

ないため、教材の作成は在校時間増加の要因となっており、同支援員の

配置は特に効果が大きい。 

Ａ小学校 

本校には、平成 30年度から、英語の専科教員が配置されており、当該

教員は、授業内容や教材作成などにおいて、小学校外国語活動支援員と

打合せを行うとともに、ＡＬＴと 3人でティーム・ティーチングを行っ

ている。英語の専科教員が配置されていても、同支援員の配置は、より

良い授業を実施するために配置の効果はある。 

Ｂ小学校 

小学校外国語活動支援員は、小学校の 3、4年生の英語の授業のサポー

トのほか、英語の教材や掲示物の作成を行っている。日本人である同支

援員の配置は、英語の授業を円滑に行う上で効果が高く、また、ＡＬＴ

と比べて授業以外の勤務時間が長いため、その際に英語教材や掲示物の

作成なども行っている。教員の中には英語が苦手な者もおり、教員の負

担軽減の面でも効果がある。 

（注） 当省の調査結果による。 

グローカルイン
グリッシュティ
ーチャー（ＧＥ
Ｔ） 

市教委は、異なる文化の人々と自信を持って交流ができるとともに、地元
への愛情を持ちながら国際的に活躍する子供を育成することを目的に、平成
30年度から、外国人であるＡＬＴ以外に、グローカルイングリッシュティー
チャー（以下「ＧＥＴ」という。）28 人を各小学校に 1 人から 2 人ずつ配置
している。 
 市教委は、ＧＥＴに係る配置の経緯について、「小学校教員の英語力を補い、
授業の質の向上と教員の負担感を軽減するため、日本人でありながら十分な
英語のスキルを持った人材を公募し、英語授業時における教員に協力する者
として配置することとした」としている。 
ＧＥＴの職務及び資格要件は、下表のとおりである。ＧＥＴは、小学校の

5、6年生の外国語授業において、教員の授業協力（英語への翻訳）のほか、
教材作成のサポートを行っており、地元に関する事項について英語表現を教
え、地元について英語で語ることができる人材を育てることを目標としてい
る。また、ＧＥＴは、市内に在住し、小学校の英語教育推進に熱意があり、
かつ、下表に掲げる資格を有する者から、市教委が公募により選任している。 
 
表 ＧＥＴの職務及び資格要件 

区分 内容 

職務 

① 外国語を担当する教員の指導補助及び教材作成等の補助に関する

こと 

② 英語の発音、学習方法及び指導方法に関する教員への助言及び援助

に関すること 

③ 日本と海外の文化に関する情報提供及び異なる文化の理解の促進

に関すること 

④ 地域に関する事項の英語での表現の提供に関すること 

⑤ 英語教育に関する教委、実施校、ＡＬＴ及び地域の住民との連携に

関すること 

⑥ その他教委が必要と認める活動に関すること 

資格要件 

① 英語を公用語とする国への留学、又は英語を用いた海外赴任の経験

を 2年以上有する者 

② 実用英語技能検定準 1 級、ＴＯＥＦＬスコア 60 点以上、又はこれ

らに準ずる者 

③ 特定非営利活動法人小学校英語指導者認定協議会（Ｊ－ＳＨＩＮ

Ｅ）が認定する小学校英語準認定指導者以上の資格を有する者 

④ 国、地方公共団体、英会話学校等における指導、児童生徒への英語
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指導歴 2年以上である者 

（注） 当省の調査結果による。 

 
市教委からは、ＧＥＴの配置による効果について、「ＡＬＴは外国人である

が、ＧＥＴは日本人であるため、外国人であると構えてしまう児童に寄り添
うことができ、より細かな指導ができている」との意見が聴かれた。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

図表 3-⑶-② 小・中学校における体育授業を補助する専門スタッフの活用事例 

職種 内容 
スクール・アシ
スタント・ティ
ーチャー（ＳＡ
Ｔ（スポーツ）） 

市教委は、子供たちの能力や適性は多様であり、発達段階や年齢に配慮し
た指導上の工夫や内容の精選を図るとともに、一人一人に応じた方法による
指導や理解の進度の違いに配慮した指導が必要であることを踏まえ、学力の
向上を目指し、児童生徒一人一人に応じたきめ細かな指導を行うことを目的
に、教科指導の継続的な補助を行うスクール・アシスタント・ティーチャー
（以下「ＳＡＴ」という。）を小・中学校に配置している。 
 ＳＡＴのうち、小・中学校において体育授業の指導を補助する者としてＳ
ＡＴ（スポーツ）があり、さらに、ＳＡＴ（スポーツ）は、①水泳ＳＡＴ、
②スキーＳＡＴ、③地域ＳＡＴ（ストレッチ等の補助）に分かれている。 
 ＳＡＴ（スポーツ）の概要及び市教委や学校から聴かれた配置効果に係る
意見は、下表のとおりであり、採用条件において、教員免許状の取得は求め
ていないが、指導内容に適した専門的知識及び指導能力を有すると学校長が
判断した者としている。 
 
表 ＳＡＴ（スポーツ）の概要及び配置効果（平成 29年度） 

職種 職務 配置人数 
採用者の 

経歴の例 
配置効果 

水泳ＳＡＴ 

プールにお

ける水泳指

導の補助 

5 小学校に延

べ 7人配置 

（公財）日本水

泳連盟公認・水

泳指導員の有

資格者 

① 習熟度別のきめ

細かな指導ができ

る。 

② 担任教員以外

に、多くの目で児

童生徒を監視で

き、安全対策とな

る。 

スキーＳＡＴ 

スキー場に

おけるスキ

ー学習の補

助 

全小学校（13

校）、3中学校

に延べ 77 人

配置 

（公財）全日本

スキー連盟公

認・スキー指導

員の有資格者 

地域ＳＡＴ 

マット等の

器具の準備、

ストレッチ

等の準備体

操等の補助 

1 小学校に 1

人配置 

スポーツ指導

経験者（教員免

許状取得者） 

① 習熟度別にきめ

細かな指導ができ

る。 

② マットを敷いて

いる間に準備体操

ができるなど授業

時間を有効に使う

ことができる。 

（注） 当省の調査結果による。 

 
 なお、市教委は、水泳ＳＡＴ及びスキーＳＡＴの人材確保は市教委が行っ
ているが、平日の日中に活動が限定されること、報酬額が少ないことなどか
ら、日中働いている者を採用できず、人材確保に苦慮していることを課題と
して挙げている。 

体力向上補助指
導員 

市教委は、①平成 26年度に実施した新体力テストにおいて、同市と全国の
小学 5年生の結果を比較したところ、全種目で同市の結果が若干ながら全国
平均を下回っていたこと、②17 年度と 26 年度で子供たちの体育に関する意
識の変化をみたところ、小学 5年生の体育授業に対する感じ方について、「大
好き」、「好き」という回答が減少した一方、「余り好きではない」という回答
が増えたことを踏まえ、体育授業の質の向上を図り、児童の体力向上に努め
ることを目的に、27年度から、体力向上補助指導員を希望する小学校に配置
している。平成 30年度は、同指導員を 10人採用し、各小学校に配置してい
る。 
なお、中学校には、保健体育の教員免許状を有する教員がいるため、体力
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向上補助指導員は配置していない。 

体力向上補助指導員の職務は、小学校における体育授業の補助であり、同
指導員には保健体育の教員免許状取得者を採用しているため、体育実技を教
えることができる。 
体力向上補助指導員が配置されている小学校からは、同指導員の配置によ

る効果について、「低学年児童に対して、けがをしないよう細心の注意を払い、
体育実技を教えることができており、また、配慮を必要とする児童について
は同指導員が個別に指導を行うことにより、教員の負担軽減につながってい
る」との意見が聴かれた。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

（小学校低学年ほどＡＬＴを重点的に配置している事例） 

また、これらの教委及び学校の中には、小学校低学年ほどＡＬＴを重点的に配置して

いる事例がみられた（図表 3-⑶-③）。 

 

図表 3-⑶-③ 小学校低学年ほどＡＬＴを重点的に配置している事例 

内容 
市教委は、児童生徒の英語によるコミュニケーション能力及び国際感覚を高めることを目的

に、昭和 62年度から市独自に外国人英語教育指導員（ＮＥＡ）を委嘱により小・中学校に配置
していたが、平成 19 年度からは同指導員に代えてＡＬＴを小・中学校に配置している。平成 30
年度は、民間業者への業務委託によりＡＬＴを 41小学校及び 23中学校に各 1人配置している。 
市教委は、新学習指導要領に基づく小学校外国語教育への対応として、系統的で充実した外

国語教育を実施するため、平成 30 年度から、市独自の外国語活動として小学校第 1・2 学年を
【入門前期】、文部科学省の基準に沿った外国語活動として、小学校第 3・4学年を【入門後期】、
小学校第 5・6 学年を【基礎期】、中学校第 1 学年から 3 学年を【充実期】と位置付けるととも
に、ＡＬＴ及び日本人英語指導助手（市教委が、市単独事業により配置する、小学校において、
5、6年生を対象に、外国語活動の時間に教員と協働して指導を行う日本人の専門スタッフ。以
下「ＪＴＥ」という。）を、次の考え方により配置している。 
① 【入門前期】及び【入門後期】の授業は、【入門前期】を外国語活動に「出会い触れ合う」

もの、【入門後期】を外国語活動に「慣れ親しむ」ものと位置付け、異文化交流・体験を主た
る目的として、外国人のネイティブ・スピーカーであるＡＬＴを適切に配置する。 

② 【基礎期】の授業は、外国語活動を「広げる」ものと位置付け、教科化に対応し、使える外
国語を目指していくため、高い英語能力を持つＪＴＥを核として配置。外国人のネイティブ・
スピーカー等との交流活動のためのＡＬＴの配置は、必要最小限の授業時数で行う。 

③ 【充実期】の授業は、外国語活動を「高める」ものと位置付け、外国人のネイティブ・スピ
ーカー等との交流活動のためのＡＬＴの配置は、必要最小限の授業時数で行う。また、中学
校には、英語専科教員がいるため、ＪＴＥの配置は必要なし 

 
平成 30年度の小・中学校における外国語教育の授業時数及び指導体制をみると、表 1のとお

り、上記の考え方に基づき、小学校低学年ほど、授業時数に対して、ＡＬＴが重点的に配置さ
れている。 
 
表 1 小・中学校における外国語教育の授業時数及び指導体制（平成 30年度） 

（単位：単位時間、人） 

区分 

小学校 中学校 

第 1・2学年 

【入門前期】 

第 3・4学年 

【入門後期】 

第 5・6学年 

【基礎期】 

第 1～3学年 

【充実期】 

授業時数 5 15 50 140 

指 

導 

体 

制 

担任のみ 2 6 6 
122 

（英語専科） 

ＡＬＴ配置 3 9 5 18 

ＪＴＥ配置 0 0 39 0 

（注） 当省の調査結果による。 

 
ＡＬＴが配置されている小・中学校からは、ＡＬＴの配置効果及び配置に係る工夫について、

表 2のような意見が聴かれた。 
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表 2 小・中学校におけるＡＬＴの配置効果及び配置に係る工夫 

学校種 配置効果 配置に係る工夫 

Ａ小学校、

Ａ中学校 

・ 児童生徒の学習意欲が向上している。 

・ 児童生徒が話す英語が、ネイティブの教

員にも伝わった際に、児童生徒は、うれし

い気持ちになる。 

ＡＬＴが民間業者への業務委託により配置

されているため、ＡＬＴに対して授業内容に

関して事前に連絡することができないことか

ら、ＡＬＴの出勤時間帯に可能な限り打合せ

を行っている。 

Ｂ小学校 

・ ＡＬＴが外国語の授業に加わることは、

小学校低学年の場合、英語力の向上ととも

に、異文化と関わることができるチャンス

である。 

・ 教員自身もＡＬＴと接し、異文化交流・

体験を行うことによって、人間として成長

できる。 

委託業者がレッスンプランを提供してお

り、それに基づいて、教員とＡＬＴが話し合

いながら、授業の計画を立てて授業を行って

いる。 

Ｂ中学校 

ＡＬＴが授業に加わる際には、生徒たちが

英語学習に意欲的に取り組むようになる。具

体的には、生徒たちが授業で積極的に発言し

ている。 

平成 29年度に配置されたＡＬＴには、運動

会などの行事にも参加してもらい、授業外で

も生徒たちと関わっていた。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

なお、上記の小・中学校は、ＡＬＴの配置に係る課題として、①ＡＬＴには、ある程度の日
本語によるコミュニケーション能力や指導レベルを有することの必要性、②複数年にわたり、
同一のＡＬＴが継続指導した方が指導の統一性の点で望ましいことを挙げている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 

（小学校において英語教育を支援する専門スタッフについて養成講座の開催により人

材育成・人材確保を行っている事例） 

さらに、上記の教委において、小学校における英語教育を支援する専門スタッフにつ

いて養成講座の開催により人材育成・人材確保を行っている事例がみられた（図表 3-⑶

-④）。 

 

図表 3-⑶-④ 小学校における英語教育を支援する専門スタッフについて養成講座の開催に

より人材育成・人材確保を行っている事例 

内容 
市教委は、ＪＴＥについて、同市主催の地域大学の講座修了者から任用する取組を実施して

いる。 
市教委は、ＪＴＥに係る事業実施要綱において、ＪＴＥの対象者を、同市主催の地域大学に

おける講座を受講し、地域大学長が修了を認定した者又は小学校長が特に認めた者とし、当該
対象者の中から、市教委と市からＪＴＥ事業の事務の一部について委託を受けたＮＰＯ法人が
その小学校に適していると認めた者又は小学校長が特に認めた者をＪＴＥとして小学校に配置
することとしている。 

ＪＴＥ養成講座の概要は、下表のとおりであり、市内の各小学校でＪＴＥとして教員と協働
し、子供が楽しく英語に親しみ、コミュニケーション能力が育つような指導を実施するために
必要な知識や技能を習得するものとなっている。 
 
表 ＪＴＥ養成講座の概要（平成 30 年度） 

区分 内容 

主な講義 

① ＪＴＥの活動について 

② 小学校の高学年の外国語科の進め方、低・中学年の外国語活動 

③ ウォームアップタイムの進め方、クラスルームイングリッシュ 

④ 授業案の組立て方、主活動の進め方、ミニ模擬授業にチャレンジ（体験） 

⑤ 小学 5年生の指導法 

⑥ アルファベットの指導法と「書く」の活動、絵本の指導法 

⑦ 小学 6年生の指導法 

⑧ 課題別グループ発表（体験） 

60



  

講師 
市教委教育センター指導主事、特定非営利活動法人小学校英語指導者認定協議会（Ｊ－Ｓ

ＨＩＮＥ）認定小学校英語指導者育成トレーナー等 

対象者・ 

定員 

・ 市内在住、市内在勤・在学の 30人 

・ 平成 31年 3月 31日時点で、64歳以下の者 

・ 小学校英語教育を理解し、担任教員と協働して、児童に分かりやすく英語を教えること

ができる者 

・ タブレットやＰＣ等デジタルコンテンツを利用できる者 

 ※ 実用英語技能検定 2級、ＴＯＥＩＣ600点程度の語学力があると、登録後活動を行いや

すい。 

受講料  4,000円 

（注） 当省の調査結果による。 

 
当該講座を修了した者は、市に登録（2年更新）し、各小学校の外国語活動の実施日程等を考

慮し、スケジュールの調整がついた場合、市から委託を受けたＮＰＯ法人が当該登録者のＪＴ
Ｅとしての勤務について学校と調整を行うことになる。 
市教委からは、「平成 30年度は、配置を要望する小学校にＪＴＥを 82人配置しているが、上

記の取組を行っているため、ＪＴＥの確保に困ることはない」との意見が聴かれた。 
（注） 当省の調査結果による。 

 

（生徒指導業務を支援する専門スタッフの活用事例） 

17 県教委、32市教委、145校（公立小学校 64校、公立中学校 64校及び公立高等学校

17 校）及び 8私立中学校の中には、次のとおり、教育活動の充実とともに教員の負担軽

減を図るため、生徒指導業務を支援する専門スタッフを活用している事例がみられた

（図表 3-⑶-⑤）。 

   ① 高等学校生徒指導アドバイザー 

   ② 小学校第一学年支援員 

   ③ 教室アシスタント 

   ④ スクールサポートチーム（ＳＳＴ） 

 
図表 3-⑶-⑤ 生徒指導業務を支援する専門スタッフの活用事例 

職種等 内容 
高等学校生徒指
導アドバイザー 

県教委は、当該県教委に設置された有識者会議による平成 28 年度の報告
書において、行動変容のみを目指す生徒指導から内面の成長を促す生徒指導
とすることなど、生徒指導の在り方に関する提言を受けたことを契機に、県
立高等学校の教職員の指導力や学校の組織力向上を図るため、29年度から、
高等学校生徒指導アドバイザーを県立高等学校に配置している。 
高等学校生徒指導アドバイザーの主な職務は、次のとおり、教職員に対し

て生徒指導や教育相談（保護者対応）に関するアドバイスを行うこととされ
ている。 
 
（高等学校生徒指導アドバイザーの主な職務） 
① 教職員を対象に生徒指導や教育相談に関する助言を行う。 
② 必要に応じ、職員会議等に出席し、教職員と情報共有し、教職員の生徒

の問題行動等への対応に係る助言を行う。 
③ 必要に応じ、教職員とともに、保護者等との教育相談に同席し、教職員
の生徒指導、教育相談の支援を行う。 

④ 配置校における業務のほかに、配置校の地区内の県立高等学校（以下、
本事例において「派遣校」という。）からの要請がある場合は、派遣校に出
向いて、教職員の生徒指導や教育相談に係る助言を行う。 

⑤ 配置校又は派遣校で重大事態が発生した際には、県教委と連携しながら、
当該校の事案対応に協力する。 

⑥ 県教委主催の教職員を対象とした研修会に協力する。 
 
県教委は、表 1 のとおり、県内を 4 地区に分けた上で、各地区に配置校 1

61



  
校を設定し、各配置校に高等学校生徒指導アドバイザーを 1人ずつ配置して
いる。また、同アドバイザーには、学校等において、生徒指導等、教育活動
の経験を有する者やこれに準ずると県教委が認める者を採用しており、採用
は配置校が行い、任命は県教委が行っている。 
 
表 1 高等学校生徒指導アドバイザーの配置状況（平成 30年度） 

（単位：校） 
区分 第 1地区 第 2地区 第 3地区 第 4地区 

配置校 Ａ校 Ｂ校 Ｃ校 Ｄ校 

派遣校数 20 26 21 19 

アドバイザ

ーの経歴 
元高等学校長 元高等学校長 元中学校長 元高等学校長 

（注） 当省の調査結果による。 

 
また、平成 30 年 4 月から 9 月までにおける高等学校生徒指導アドバイザ

ーの活動実績は、表 2のとおり、629件となっている。 
 
表 2 高等学校生徒指導アドバイザーの活動実績（平成 30年 4月～9月） 

（単位：件） 

区分 
教職員へ

の助言 

保護者対

応 

教職員対

象の研修

の実施 

その他 

（注 2） 
合計 

配置校での業務 74 0 7 535 616 

派遣校での業務

（注 3） 
－ － － 5 5 

会議及び研修への

参加（注 3） 
－ － － 8 8 

合計 74 0 7 548 629 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 「その他」に分類した主な業務内容は、資料調査、生徒情報に関する連絡会議

への出席、校内研修会資料の作成、校内いじめ防止対応・委員会への出席である。 

   3 「派遣校での業務」及び「会議及び研修への参加」は、全て「その他」に分類し

た。 

 
県教委は、高等学校生徒指導アドバイザーの配置による効果について、配

置校から次のような意見が聴かれたとしている。 
① 生徒指導上の問題について、高等学校生徒指導アドバイザーが教職員と
情報共有するとともに、教職員に対する的確な助言を得ている。 

② 同アドバイザーが不登校生徒の保護者との面談に同席し、保護者に対す
る助言を行っている。 

③ 同アドバイザーが独自に作成した生徒指導の教材を、地区内の配置校及
び派遣校で活用している。 

 
なお、県教委からは、高等学校生徒指導アドバイザーについて、現状では

配置校における活動が中心となっているため、派遣校での活動を増やすこと
を課題として挙げているが、4 人という配置人数では活動に限界があり、増
員するための予算の確保も困難であるとしている。 

小学校第一学年
支援員 

市教委は、小学校入学当初に、新 1年生児童が学校生活になじめなかった
り、担任教員の指導に従えず集団行動がとれなかったり（いわゆる小 1 プロ
ブレム）する児童に対して、学級担任を支援するとともに、児童が円滑に学
校生活になじめるようにするため、平成 17 年度から小学校第一学年支援員
を小学校に配置している。小学校第一学年支援員の配置人数は原則 1校 1人
（ただし、第 1 学年の学級数が 5 学級以上見込まれる学校は、同支援員の 2
人配置が可能）であり、平成 30年度は、同支援員を 18人配置している。 

小学校第一学年支援員の職務は、①配置校の校長の指示の下に、学校にお
ける第 1学年児童の学校生活の支援、②その他、第 1学年の教育活動におい
て適当と認められるものとし、配置期間は第 1 学期とされている。また、小
学校第一学年支援員には、①教員免許状取得者、②保育士免許の有資格者を
採用している。 

小学校第一学年支援員が配置されている小学校からは、同支援員の配置に
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よる効果について、次のような意見が聴かれた。 
 
（Ａ小学校） 
小学校第一学年支援員が個別対応を要する児童を支援することで、次のと

おり、教員は円滑な授業運営ができる。 
［例 1］ 教員が体育の授業準備等を先に始めることができるよう、小学校

第一学年支援員が着替えの遅い児童を個別に支援する。 
［例 2］ 小学校第一学年支援員が、習熟の遅い児童に対して個別に指導す

ることで、教員が授業を円滑に実施できる。 
 
（Ｂ小学校） 
小学校第一学年支援員の配置以前は、授業を中断することもあったが、同

支援員の配置後は、教員が授業を円滑に進めることができるようになった。 
 
 なお、市教委は、小学校第一学年支援員の配置に係る課題として、第 2学
期以降も同支援員による支援が必要になる児童がいることを挙げている。ま
た、上記の 2小学校も、第 1学期が終わり、夏休みを挟むと、小学校第一学
年支援員の指導効果がリセットされる場合があり、第 2学期以降も同支援員
が継続して勤務する必要があることを挙げている。 

教室アシスタン
ト 

市教委は、小 1プロブレムや中 1ギャップ（児童が、小学校から中学校へ
の進学において、新しい環境での学習や生活へ移行する段階で、不登校等が
増加するもの）、児童生徒の学校不適応等への対応や教育活動の支援、きめ細
かな生活支援を充実するため、教室アシスタントを小・中学校に配置してい
る。平成 30 年度は、教室アシスタントを全小・中学校 20 校に 76 人（14 小
学校に 64人、6中学校に 12人）配置している。 
 教室アシスタントの職務は、①小・中学校の入門期の円滑な学校適応支援、
特別支援を要する児童生徒への対応、機能しにくい学級への支援等、②その
ほか校長又は市教委が必要に応じて命ずる業務とし、元教員や元保育士、学
童保育の支援員などが採用されている。 

市教委及び教室アシスタントが配置されている小・中学校からは、同アシ
スタントの配置による効果について、次のような意見が聴かれた。 
① 児童生徒にとっては、担当期間が長い教室アシスタントが多いため、担

任教員だけでなく同アシスタントにも困っていることを話しやすく、児童
生徒の安心感につながっている。 

② 教員にとっては、個別の児童生徒に対応する時間を全体に還元できるな
ど、教員の負担軽減につながっている。 
具体的には、教室アシスタントは、タブレットを使用する授業や体育の

授業の後片付け、絵の掲示などをサポートし、担任教員が一人一人の児童
生徒に関わる時間を確保できている。また、教員以外に大人がもう 1人教
室内にいることで児童生徒の安心安全な学校生活につながっている。 

スクールサポー
トチーム（ＳＳ
Ｔ） 

県教委は、県内の公立小・中学校において、暴力行為等の問題行動が頻発
していたことを契機として、平成 22年度から、県単独事業により「スクール
サポートチーム派遣事業」を実施している。当該事業により、学校だけでは
対応が難しい暴力行為等の問題行動が発生している県内の公立小・中学校に
対してスクールサポートチーム（以下「ＳＳＴ」という。）の派遣を行い、市
町（学校組合）教委と連携・協力を図りながら、校内における問題行動の抑
止等の支援を行っている。 
ＳＳＴの概要は、表 1 のとおりであり、ＳＳＴは、①強化支援チーム、②

重点支援チームから編成され、チームのメンバーには、県警本部から推薦さ
れた元警察官、元少年補導職員、児童福祉施設の元職員、元教員等を採用し
ている。 
 
表 1 ＳＳＴの概要（平成 30年度） 

（単位：人） 

区分 
メンバー 

の経歴 
人数 職務（支援内容） 

強化支援

チーム 

（原則 2

人 1組×4

元警察官、元

少年補導職

員 

8 

（生徒指導体制の強化を支援） 

① 巡回指導を通した校内での問題行動の抑止 

② 対象児童生徒への個別指導、立ち直り支援 

③ 学校が抱える生徒指導上の課題を助言 
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チーム） ④ 関係機関との連携促進に向けた調整 

⑤ 生徒指導委員会やケース会議への参加 

重点支援

チーム 

（原則 2

人 1組×4

チーム） 

元児童福祉

施設職員、元

教員等 

8 

（個別の問題解決等に向けた重点的な支援） 

① 学校と連携した個別の問題解決への支援 

・ 学校生活での個別支援 

・ 関係機関とのネットワークの構築、連携調 

整等 

② 児童生徒の立ち直りに向けた対応 

・ 日常的な場面での観察及び情報提供 

・ 支援方法の提案等 

（注） 当省の調査結果による。 

 
ＳＳＴの派遣対象校は、派遣要請を行った県内の公立小・中学校のうち、

県教委において特に派遣する必要性が高いと判断した学校を選定しており、
平成 29 年度の派遣実績は、15校（3小学校及び 12中学校）となっている。 

県教委及びＳＳＴ（強化支援チーム）が派遣された 2 中学校からは、ＳＳ
Ｔの配置・派遣による効果について、表 2のような意見が聴かれた。 
 
表 2 ＳＳＴの配置・派遣による効果 

区分 意見の内容 

県教委 

県内の公立小・中学校における暴力行為の発生件数は、平成 21 年度は

1,088件であったが、ＳＳＴの派遣事業を平成 22年度から開始した結果、

28 年度は 362 件と減少傾向にあり、当該事業による学校における暴力行

為等の問題行動の未然防止の効果は大きいと考えている。 

Ａ中学校 

在籍生徒の中には、教師に暴力を振るう者がおり、学校として対応に苦

慮していたことから、ＳＳＴ（元警察官）に相談したところ、元警察官の

立場から、どのような対応を取ることが適切であるかについて助言を受け

ることができ、担当教員の心理的な負担が軽減したと考えている。 

Ｂ中学校 

平成 29 年度に、生徒間暴力や器物損壊などの問題行動を頻発させてい

る 2年生の男子生徒がいた。このため、ＳＳＴが生徒本人と個別に対話を

行い、聴取した内容を教員と共有し、連携した支援を行ったところ、当該

生徒による問題行動の発生件数は大きく減少した。 

（注） 当省の調査結果による。 

 
 なお、県教委は、ＳＳＴの配置に係る課題として、派遣校にはＳＳＴによ
る継続的な支援が必要となるが、派遣要請を行った全ての学校に対して、Ｓ
ＳＴを派遣できず、ＳＳＴを派遣できる学校数が限定されていることを挙げ
ている。 

（注） 当省の調査結果による。 
 

（特別支援教育コーディネーターを担う教員の業務を支援する専門スタッフの活用事

例） 

17 県教委、32市教委、145校（公立小学校 64校、公立中学校 64校及び公立高等学校

17 校）及び 8私立中学校の中には、教育活動の充実とともに当該教員の負担軽減を図る

ため、特別支援教育コーディネーターを担う教員の業務を支援する専門スタッフを活用

している事例がみられた（図表 3-⑶-⑥）。 

 

図表 3-⑶-⑥ 特別支援教育コーディネーターを担う教員の業務を支援する専門スタッフの

活用事例 

職種 内容 
特別支援教育コ
ーディネーター
アシスタント 

市教委は、平成 25年度から、各小・中学校に特別支援教育コーディネータ
ーを担う教員を 1 人ずつ配置し、特別支援教育について、当該教員が保護者
や関係機関に対する学校の窓口を担い、医療等の関係機関との連絡調整を行
うこととなった。しかし、当該教員は、上記の特別支援教育に係る連絡調整
とともに、ＳＳＷとの連絡調整も行っている場合があり、業務の負担が大き
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いことに加え、特別支援教育に関する業務経験が浅い者も存在した。 

このため、市教委は、同年度から、特別支援教育コーディネーターアシス
タント（以下「特別支援教育ＣＡ」という。）を大規模の小学校に配置するこ
ととし、平成 30 年度は、3人配置している。 

特別支援教育ＣＡの職務は、特別支援教育コーディネーターを担う教員を
補佐し、特別な支援を必要とする児童生徒等への支援、就学支援及び特別教
育に係る啓発を行うこととされており、配置校において特別支援教育コーデ
ィネーターを担う教員に対する個別支援や研修などを行っている。特別支援
教育ＣＡには、元養護教諭や元特別支援学校教員を採用している。 
特別支援教育ＣＡが配置された小学校（平成 30 年 5 月 1 日時点の特別支

援学級数は 3学級、特別支援学級の児童数は 13人、特別支援教育支援員は 4
人配置）からは、特別支援教育ＣＡの配置による効果について、「本校に配置
されている特別支援教育ＣＡは、特別支援学校の元教員であるため、児童生
徒への発達検査を実施できる。また、本校の特別支援教育コーディネーター
を担う教員は、普通学級と特別支援学級を担当しているため、多忙の際は、
特別支援教育ＣＡがＳＣやＳＳＷとの連絡・調整役を代理することができ、
とても助かっている」との意見が聴かれた。 

（注） 当省の調査結果による。 
 

（外国人児童生徒等に対する日本語指導を支援する専門スタッフを活用し、日本語指導

等が必要な児童生徒の支援に取り組んでいる事例） 

17 県教委、32市教委、145校（公立小学校 64校、公立中学校 64校及び公立高等学校 

17 校）及び 8 私立中学校の中には、外国人児童生徒等に対する日本語指導を支援する 

専門スタッフを活用し、日本語指導等が必要な児童生徒の支援に取り組んでいる事例が

みられた（図表 3-⑶-⑦）。 

 

図表 3-⑶-⑦ 外国人児童生徒等に対する日本語指導を支援する専門スタッフを活用し、日

本語指導等が必要な児童生徒の支援に取り組んでいる事例 

職種 内容 
帰国・外国人指
導協力者 

市教委は、日本語指導等を必要とする帰国・外国人児童生徒の増加に伴い、
市立小・中学校、中等教育学校及び高等学校に在籍する、当該生徒に対する
指導の充実を図るため、平成 18年度から市単独事業により「帰国・外国人児
童生徒教育支援事業」を実施し、帰国・外国人指導協力者（以下「指導協力
者」という。）を学校に配置している。平成 30年度は、小学校に 14人、中学
校に 3人配置している。 

指導協力者の職務及び資格要件は、表 1 のとおり、事業実施要項に定めて
おり、指導協力者には、日本語指導ボランティア団体に所属する者などが採
用されている。 
指導協力者は、基本的に、児童生徒 1人につき、月に 4、5回程度、1日 1

時間程度の指導を実施している。市教委は、指導協力者の配置に係る工夫と
して、指導協力者を学校に配置する前に、市教委、学校及び指導協力者の 3
者で必ず支援の進め方について協議していることを挙げている（事業実施要
項にもその旨規定）。 
 
表 1 指導協力者の職務及び資格要件 

区分 内容 

職務 

① 日本語指導 

  指導協力者は、教委の依頼を受け、支援対象児童生徒に対して日本語

指導を行う。 

② 連絡調整 

  連絡調整の担当者は、指導協力者の派遣に係る教委及び学校と指導協

力者との連絡調整を行う。 

資格要件 

次の①から④の条件のいずれかに該当する者を、本事業の指導協力者と

して登録する。 

① 日本語教育能力検定試験合格者又は日本語教師養成講座を修了した

65



  
者 

② 日本語指導等に関わるボランティア団体に所属し、日本語指導の経験

のある者 

③ 支援対象児童生徒の在籍する学校長の推薦を得た者 

④ ボランティアへの関心が高く、教委が適当と認めた者 

（注） 当省の調査結果による。 

 
市教委及び指導協力者が配置されている小学校からは、指導協力者の配置

による効果について、表 2のような意見が聴かれた。 
 
表 2 指導協力者の配置による効果 

区分 意見の内容 

市教委 

① 若手教員を中心に、帰国・外国人児童生徒を初めて受け持つ教員が、指

導協力者と協力することで、当該児童生徒にどのように接すればよいかを

学ぶ機会となっている。また、時間に余裕が生まれ、児童生徒と接する時

間が増えている。 

② 指導協力者による支援は、言葉が分からない、思いが伝わらないといっ

た帰国・外国人児童生徒の不安の軽減になっており、当該児童生徒の保護

者から感謝されたり、指導協力者による支援を受けていた児童生徒が高等

学校に進学できたとの話を聞いたりするときに配置の効果を実感する。 

③ 指導協力者は指導に当たって、帰国・外国人児童生徒とのコミュニケー

ションも交えながら日本語を教えているため、指導協力者に親しみを感じ

ている児童生徒が多く、児童生徒が抱える悩みについて相談に乗っていた

例もあるなど、児童生徒にとってメンタルケア的役割も果たしている。 

小学校 

本校には、日本語指導が必要な児童（母国語は広東語）が転入したことに

伴い、平成 30年度から、指導協力者が配置されている。日本語指導は、通常

の授業時間において、指導協力者が当該児童に対し、別室での個別指導を行

っている。 

本校における指導協力者の配置による効果は、次のとおりである。 

① 日本語指導が必要な児童は転入当初は全く日本語が話せなかったが、指

導協力者による指導により、順調に日本語を習得しており、クラスメイト

と、身振り手振りを交えながらの会話や、一緒にスポーツを楽しむことが

できるようになった。指導協力者の活用によって、日本語の習得が格段に

早くなっていると思われる。 

また、当該児童が日本語を理解することによって、授業の進行もスムー

ズになり、教員の負担軽減につながっている。 

② 当該児童は英語を話すことができるため、指導協力者は日本語指導だけ

ではなく、英語を中心としたコミュニケーションも図っている。サッカー

など児童の好きなものについて親身になって聞くなど、楽しみながら日本

語を学んでいけるよう工夫している。 

また、指導協力者は、当該児童の母国の文化を理解した上で指導をして 

おり、児童も指導協力者に対して非常に親しみを持っているため、児童に 

とって日本語指導の時間は、安心のできる時間になっているようである。 

（注） 当省の調査結果による。 

日本語指導員 市教委は、諸外国から編入・入学してきた児童生徒のうち、学校生活を送
る上で日本語指導を必要とする者に適切な学校教育の機会を確保するため、
平成 7 年度から市単独事業により、日本語を話すことができない児童生徒が
在籍する小・中学校に日本語指導員を配置している。平成 30年度は、日本語
指導員を小・中学校に 9人（小学校に 7人、中学校に 2人）配置している。 

日本語指導員の職務は、諸外国から編入・入学してきた児童生徒のうち、
学校生活を送る上で日本語指導を必要とする者に対する国語の時間等におけ
る日本語の個別指導等とされている。また、日本語指導員の資格要件は、①
日本語教育能力検定試験に合格している者、②日本語教師養成講座（420 時
間以上）を修了している者、③大学で日本語教育を主専攻又は副専攻して修
了した者としており、民間の日本語講師などを採用している。 

平成 30 年度に、小・中学校に在籍する日本語指導を必要とする児童生徒は
35人であり、当該児童生徒の国籍及び使用する言語は、下表のとおりである。 
市教委は、日本語指導を必要とする児童生徒 1 人につき日本語指導員を 1

人配置し、原則、週 2回、1回当たり 2時間の指導を行うこととしているが、
児童生徒の日本語の習熟度や予算上の制約などから、児童生徒 2 人を同時に

66



  
指導する場合や指導を週 1 回とする場合があるとしている。また、児童生徒
1人に対する指導の期間は、最長 2年間となっている。 
 
表 小・中学校に在籍する日本語指導を必要とする児童生徒の国籍、使用す

る言語等（平成 30年度） 
（単位：人） 

学校種 児童生徒の国籍 児童生徒が使用する言語 人数 

小学校 

日本 
ロシア語、中国語、タガログ語、

イタリア語 
9 

中国 中国語 6 

フィリピン タガログ語 4 

スリランカ シンハラ語、英語 3 

ニュージーランド 英語 2 

米国 英語・ヘブライ語 1 

スペイン スペイン語 1 

ブラジル スペイン語 1 

韓国 韓国語 1 

モンゴル モンゴル語 1 

ベトナム ベトナム語 1 

ネパール ネパール語 1 

小計 31 

中学校 

モンゴル モンゴル語 2 

タイ タイ語 1 

ネパール ネパール語 1 

小計 4 

合計 35 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 児童生徒が使用する言語は、児童生徒の国籍の国で使用される主要な言語と異

なる場合がある。 

 
市教委からは、日本語指導員の配置による効果について、「日本語指導員は、

日本語を話すことができない児童生徒とコミュニケーションをとり、教員と
のつなぎ役となっていることから、学校教育の充実、教員の負担軽減の両面
で効果がある」との意見が聴かれた。 

なお、市教委は、日本語指導員の配置に係る課題として、本事業の実施に
おいては、各スタッフの力量に任せている部分が大きいことを挙げており、
今後の対策として、「市内で実施している年 1回の研修（県教委が実施する日
本語指導が必要な児童生徒の支援に関する研修に出席した同市の加配教員に
よる報告や教材研究）の実施回数を増やしていきたい」としている。 

（注） 当省の調査結果による。 

 
イ その他の職員や管理職を支援する専門スタッフの活用状況 

   （学校の管理職の業務を支援する専門スタッフの活用事例） 

17 県教委、32市教委、145校（公立小学校 64校、公立中学校 64校及び公立高等学校 

17 校）及び 8 私立中学校の中には、教育活動の充実とともに学校の管理職の負担軽減 

を図るため、学校の管理職の業務を支援する専門スタッフを活用している事例がみられ

た（図表 3-⑶-⑧）。 

 
図表 3-⑶-⑧ 学校の管理職の業務を支援する専門スタッフの活用事例 

職種 内容 
副校長校務支援
員 

市教委は、渉外、保護者対応、調査・報告、教職員の出勤管理など多岐に
わたる小・中学校の副校長の校務を補佐するため、平成 28年度から副校長校
務支援員を非常勤職員（1校当たり週 2日、1日 6時間勤務）として配置して
おり、30年度は、11小学校、5中学校に副校長校務支援員を各 1人配置して
いる。 
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副校長校務支援員の職務は、各種調査に対する回答案の取りまとめや教職

員の勤怠管理の支援など副校長校務の補佐であり、公立小・中学校の教員管
理職経験者を採用している。市教委は、同支援員の人選に当たっては、教育
長や小・中学校長の意見を聞きながら副校長校務の補佐業務が遂行できる適
任者を探しているとしている。 

市教委からは、副校長校務支援員の配置による効果について、「同支援員が
調査・報告、教職員の出勤管理などの各種業務を担うことにより、副校長は、
教員の指導など副校長が本来担う業務に従事する時間が増えた」との意見が
聴かれた。 
また、平成 30 年度に副校長校務支援員が配置された小学校（注 2）からは、

「同支援員が教職員の出勤簿や休暇簿の管理、学校行事関係の写真の整理な
どの業務を担うことにより、副校長の負担が大きく軽減した」との意見が聴
かれた。 
なお、市教委は、副校長校務支援員の配置に係る課題として、同支援員は

原則として新任の副校長を対象に 1年間配置することとしているが、毎年度、
新任の副校長が配置される一方で、同支援員から支援を受けてきた副校長の
中には、同支援員による支援が 1 年では足りず、2 年以上配置される例もあ
ることから、人材確保を含めた同支援員の配置に苦慮していることを挙げて
いる。 

学校経営補佐 
（副校長補佐） 

県教委は、校務が集中し多忙感のある副校長の業務負担を軽減するため、
平成 29 年度から「学校マネジメント強化モデル事業」を実施し、学校の状況
に応じて、学校経営補佐（校内に経営支援部（注 3）が設置されていない学校
に非常勤職員（月 16 日、1 日 7 時間 45 分勤務）として配置）又は副校長補
佐（校内に経営支援部が設置されている学校に非常勤職員（月 16日、1日 5
時間以内勤務）として配置。以下、これらの専門スタッフを総じて「学校経
営補佐等」という。）を配置している。当該事業では、市教委が、学校経営補
佐等の人材の選考及び配置を行い、県教委が当該市教委に対して財政支援（人
件費）を行っている。 

学校経営補佐の職務は、主に、学校運営事務、保護者等の対応や人材育成
等の経験を要する業務を行うこととされ、学校運営や地域対応に関する経験
や知識を持つ者を採用している。また、副校長補佐の職務は、調査・報告の
事務、服務・施設管理等の必ずしも教員の経験を必要としない業務を行うこ
ととされており、行政事務経験がある者を採用している。 
県教委からは、「平成 29年度に、学校経営補佐等を 6小学校及び 6中学校

に配置したところ、モデル校数が少なく、配置校ごとに効果の発現にばらつ
きがみられたが、配置校の副校長の勤務時間について一定の短縮効果が認め
られた」との意見が聴かれた。県教委は、この平成 29年度の効果検証が不十
分であると考え、30年度は、モデル校の実施規模を 120校に拡大し、引き続
き効果検証を行うこととしている。 
平成 29 年度及び 30年度に当該事業に選定され、29年度は 1中学校に学校

経営補佐を、30年度は 1小学校及び 2中学校に副校長補佐を配置している市
教委からは、「29年度に学校経営補佐が配置されたＡ中学校（注 4）において、
学校経営補佐が電話の対応、出勤簿の管理、休暇の届けなどのマネジメント
業務を担ったことにより、同校の副校長は、教室での授業視察、教員の指導
など副校長が本来担う業務に従事する時間が増え、1 週間の在校時間が約 9
時間削減された」との意見が聴かれた。 

また、平成 30 年度から副校長補佐が配置された同市のＢ中学校（注 5）か
らも、「教職員の出勤簿の管理、学校日誌の記録、学校だよりや職員会議の資
料の印刷、資料のファイリング及び廃棄、学校運営協議会の欠席委員への資
料の配布など多くの業務を副校長補佐が担ったことにより、同校の副校長は、
生徒への生活指導や教員の指導など副校長が本来担う業務に時間を割り当て
ることができた」との意見が聴かれた。 
 なお、県教委は、学校経営補佐等の配置に係る課題として、次の点を挙げ
ている。 
① 学校経営補佐等は、誰でも担える業務ではないため、校内事情又は地域
事情に精通している等の必要がある一方で、そういった人材の確保が困難
であること 

② 学校経営補佐等の配置校は 2 年間のモデル校の指定を受けているが、当
該校において副校長の人事異動があった場合には、前年度との比較検証が
困難となる可能性があること 
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③ 学校経営補佐等は、新任の副校長が在籍する学校に配置すると、事業の

効果が高くなると考えているが、当該副校長の転任先に同様の専門スタッ
フが配置されていない場合、副校長として本来担うべき業務の範囲につい
て誤解する可能性があること 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 当該小学校の平成 30 年 5 月 1 日時点の学級数は 12 学級（単式学級）、児童数は 327 人、教職員数は 21

人（うち副校長は 1人） 

   3 県教委は、副校長の指示の下、副校長に集中する業務を分担し、また、教務部や生活指導部など各部に

またがる事項について、横断的に調整するため、平成 24年度から、副校長の直轄組織として各小・中学校

に「経営支援部」の設置を開始し、順次拡大を図っている。 

   4 Ａ中学校の平成 30年 5月 1日時点の学級数は 9学級（単式学級）及び 2学級（特別支援学級）、生徒数

は 306人（通常学級）及び 9人（特別支援学級）、教職員数は 22人（うち副校長は 1人） 

   5 Ｂ中学校の平成 30年 5月 1日時点の学級数は 9学級（単式学級）及び 2学級（特別支援学級）、生徒数

は 261人（通常学級）及び 13人（特別支援学級）、教職員数は 22人（うち副校長は 1人） 

 

（養護教諭の業務を支援する専門スタッフの活用事例） 

17 県教委、32市教委、145校（公立小学校 64校、公立中学校 64校及び公立高等学校 

17 校）及び 8私立中学校の中には、教育活動の充実とともに養護教諭の負担軽減を図る 

ため、養護教諭の業務を支援する専門スタッフを活用している事例がみられた（図表 3-

⑶-⑨）。 

 

図表 3-⑶-⑨ 養護教諭の業務を支援する専門スタッフの活用事例 

職種 内容 
学校保健支援員 市教委は、内科・歯科検診や保健統計等で多忙な時期や、給食アレルギー

や震災避難児童への対応等、養護教諭 1 人では対応に不安な場合があり、そ
の支援を行うため、平成 29年度から学校保健支援員を市教委に配置し、経験
が少ない養護教諭が在籍する小・中学校に派遣するとともに、繁忙時などに
は各学校からの要請に応じて派遣している。平成 30年度は、同支援員を市教
委に 2人配置している。 

学校保健支援員の職務は、①学校からの要望に対する学校現場での養護教
諭の支援・業務補助、②児童生徒への対応に関わる養護教諭に対する支援、
③市外から転入した養護教諭や新規採用養護教諭に対する支援、④その他学
校保健事務補助等とされており、養護教諭としての勤務経験が相当程度ある
者を採用している。 

市教委及び学校保健支援員が派遣された小・中学校からは、同支援員の配
置・派遣による効果について、下表のような意見が聴かれた。 
 
表 学校保健支援員の配置・派遣による効果 

区分 意見の内容 

市教委 

学校保健支援員を利用した養護教諭からは、「手引を見ても分からな

かった点を同支援員から教えてもらい、疑問を解決できた」、「検診中、

体調不良の子供に養護教諭が付き添ったため、同支援員がいて助かっ

た」、「勤務時間中は来室児童が絶えず、検診結果を入力できなかったの

で助かった」との意見が聴かれた。 

小学校 

本校では、平成 29年度から、在籍する養護教諭が育児休業中のため、

学校勤務が初めての養護助教諭（教員免許状を取得しているが、採用試

験には合格していない者）が配置されているが、平成 29年度は 5、6回、

30年度も 3、4回、学校保健支援員が派遣されたことにより、健康診断、

歯科検診等の準備、感染性胃腸炎の発生時の消毒方法等について対応す

ることができた。 

Ａ中学校 

本校では、平成 30年 10月の歯科検診の際に、学校保健支援員の派遣

を要請している。歯科検診の際、同支援員は、検診会場で検診の準備、

運営、後片付けなどの作業に携わっており、養護教諭が保健室を長時間

空けることなく、生徒に対応することができた。 

学校保健支援員は、配置人数が 2人と少なく、派遣制であるため、多

くの派遣要請はできないものの、今後も年に数回ある各種検診の際に
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は、派遣を要請したいと考えており、派遣の継続を希望する。 

Ｂ中学校 

本校では、平成 30年の春と秋に実施した歯科検診の際に、学校保健支

援員の派遣を要請している。歯科検診の際には、体育館に歯科医と歯科

衛生士が構成したラインが 4セットできるが、養護教諭、養護助教諭の

うち 1人は、体調不良を訴える生徒に迅速に対応するため、保健室に居

なければならない。また、検診会場では、養護教諭 1人よりも同支援員

の支援があった方が歯科検診に係る生徒への効果的・効率的な指導、管

理等を行うことができる。 

今後も校内で検診等の行事がある際は、学校保健支援員の派遣を要請

したいと考えており、同支援員は学校現場に必要な専門スタッフであ

る。 

（注） 当省の調査結果による。 
こころの教育支
援（パート看護
師） 

市教委は、学校で発生するいじめや不登校等に、一層、迅速かつ確実に対
応するため、「こころの教育支援事業」を実施しており、平成 27 年度から、
パート看護師を配置し、児童生徒一人一人の心の安定を図っている。 

平成 30 年度は、パート看護師を 6人採用し、市内を 12地区に分けて、2地
区につきパート看護師を 1 人配置しており、パート看護師は、小・中学校か
らの要請を受けて 1日 3時間から 6時間、月に 30時間から 60時間、年間 100
日程度で稼動している。 
パート看護師の職務は、養護教諭の不在時（修学旅行、自然体験教室など

宿泊を伴う学校行事）や多忙時（年度初めの児童生徒の健康診断）に、保健
室業務（児童生徒のけがや疾病時の応急処置や保健室登校の児童生徒の対応）
を担うこととしており、看護師免許の有資格者を採用している。 

パート看護師の配置による効果について、市教委からは、「養護教諭不在時
などにおいて、学校の安心安全で安定した運営に寄与できる」との意見が聴
かれた。 

また、パート看護師が派遣された小・中学校からは、①「パート看護師が
学校に派遣されることで、学校に 1 人のみ在籍する養護教諭が校外行事に随
行できる」、②「養護教諭が不在の際、児童生徒がけがをしたときでも対処で
きる」との意見が聴かれた一方で、パート看護師は市全体で 6 人しかいない
ため、各校の行事が重なった場合、派遣してもらえない場合があることを課
題として挙げている。 

（注） 当省の調査結果による。 
 

（事務職員の業務を支援する専門スタッフの活用事例） 

17 県教委、32市教委、145校（公立小学校 64校、公立中学校 64校及び公立高等学校

17 校）及び 8私立中学校の中には、事務職員の負担軽減を図るため、事務職員の業務を

支援する専門スタッフを活用している事例がみられた（図表 3-⑶-⑩）。 

 

図表 3-⑶-⑩ 事務職員の業務を支援する専門スタッフの活用事例 

職種 内容 
学校事務アドバ
イザー 

市教委は、新規採用事務職員等への指導助言や学校からの市会計の伝票審
査などに対応するため、平成 24年度から、学校事務アドバイザーを市教委に
配置し、小・中学校の新規採用事務職員や市外からの転入事務職員等を対象
に、その事務処理能力に応じて週 1回や月 1回など定期的に派遣している。
平成 30 年度は、同アドバイザーを市教委に 3人配置している。 

学校事務アドバイザーの職務は、次のとおりであり、同アドバイザーは、
公募によらず、元事務職員を任意に採用している。 
 
（学校事務アドバイザーの職務） 
① 新規採用、市外転入、臨時的任用等の事務職員への指導助言 
② 学校事務共同実施グループ連絡会議と連携しての共同実施組織の支援 
③ 学校が執行する市会計の伝票審査及び予算執行の進捗管理 
④ その他事務補助 
 
市教委からは、学校事務アドバイザーの配置による効果について、「派遣先
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の校長からは派遣回数の増加の要望もあり、感謝されている」との意見が聴
かれた。 

また、学校事務アドバイザーが派遣された小学校からは、「平成 29年度は、
学校に 1 人のみ在籍する事務職員が育児休業中で、臨時職員が代替的に配置
されていたが、本市の学校事務の経験がなかったため、同アドバイザーを定
期的に派遣してもらい、対応することができた」との意見が聴かれた。 

（注） 当省の調査結果による。 
 

（教委に複数の専門スタッフによる一元化した相談窓口を設置している事例） 

17 県教委、32市教委、145校（公立小学校 64校、公立中学校 64校及び公立高等学校

17 校）及び 8 私立中学校の中には、教育活動の充実とともに教員の負担軽減を図るた

め、教委に複数の専門スタッフによる一元化した相談窓口を設置している事例がみられ

た（図表 3-⑶-⑪）。 

 

図表 3-⑶-⑪ 教委に複数の専門スタッフによる一元化した相談窓口を設置している事例 

内容 
市教委は、学校現場だけでは解決が困難な問題について、専門的な知識や学校現場での経験

が豊富な者が助言、対応等を行うことを目的に、平成 27年度から、市単独事業により学校教育
サポート室を市教委に設置している。 
学校教育サポート室の職務は、学校問題の解決支援に関する事務を処理することとされ、同

室のメンバーには、元校長や元警察官等が採用されている。平成 30年度は、同室に 6人（現役
の教員 1人を含む。）を配置しており、17小学校及び 6中学校を支援している。 

市教委及び学校教育サポート室から支援を受けている 2 中学校からは、同室の設置・支援に
よる効果について、下表のような意見が聴かれた。 
 
表 学校教育サポート室の設置・支援による効果 

区分 意見の内容 

市教委 
以前であれば、学校現場だけで対応を考えていた問題についても、学校が学校教育サポー

ト室に相談した上で対応できるようになったので、教職員の負担が軽減されている。 

Ａ中学校 

以前であれば、学校現場だけで対応を考えていた問題についても、学校が学校教育サポー

ト室に相談した上で対応できるようになったので、教職員の負担が軽減されている。 

また、学校教育サポート室には、元校長が在籍しているため、学校経営についても相談や助

言を受けることができる。 

Ｂ中学校 
学校教育サポート室には、元警察官が在籍しているため、学校で起こった問題について、警

察に相談すべき事案か否かを相談することができる。 

（注） 当省の調査結果による。 
（注） 当省の調査結果による。 
 

ウ 人材バンクの活用や地元大学との連携協力による専門スタッフの人材確保に係る取

組状況 

17 県教委、32市教委、145校（公立小学校 64校、公立中学校 64校及び公立高等学校

17 校）及び 8私立中学校の中には、次のとおり、人材バンクの活用や地元大学との連携

協力により専門スタッフの人材確保を行っている事例がみられた（図表 3-⑶-⑫）。 

① 人材バンクを活用し、高等学校等において多様な教育活動を支援する専門スタッフ

の人材確保を行っている事例 

② 個に応じた学習指導支援を行う専門スタッフについて地元大学との連携協力によ

り人材確保を行っている事例 
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図表 3-⑶-⑫ 人材バンクの活用や地元大学との連携協力により専門スタッフの人材確保を

行っている事例 

区分 内容 
人材バンクを活
用し、高等学校
等において多様
な教育活動を支
援する専門スタ
ッフの人材確保
を行っている事
例 

県教委は、民間企業等で培われた優れた知識や技術を有する地域の者や、
学校で教職員としての勤務経験を有する者などの多様な教育力を活用して県
立の高等学校や中等教育学校の教育力の向上を図るとともに、生徒一人一人
に目の行き届いた教育支援を推進することを目的に、平成 27年度から、県単
独事業として「ハイスクール人材バンク」（以下「人材バンク」という。）事
業を実施している。 
人材バンクには、県内又は近隣県に在住・在勤の者が、自身の専門分野や

得意分野などを登録し、学校からの依頼に応じて、下表のとおり、①特別講
師、②学校支援スタッフ、③サポートティーチャーとして、県立の高等学校
や中等教育学校の教育における多様な教育活動の支援を行っている。 
 
表 人材バンクにより配置される専門スタッフ 

職種 主な職務 備考 

特別講師 
 単発の授業や講演会の講師とし

て指導 
雇用を伴わない。 

学校支援スタ

ッフ 

 教科指導や教育の一環として行

うその他の活動を支援 
雇用を伴わない。 

サポートティ

ーチャー 

・ 学習支援業務 

・ 進路支援業務 

・ キャリア教育支援業務 

・ 専門教育支援業務  等 

・ 国費負担又は県単独事業に

より配置される専門スタッフ

（非常勤職員） 

・ 週 29時間又は 20時間勤務 

（注） 当省の調査結果による。 

 
人材バンクを活用する場合、①各学校は、登録者を活用したい取組の内容

や目的などを記載した利用依頼書により人材バンク事務局に依頼、②人材バ
ンク事務局は、学校の要望に合う登録者の情報を学校に提供、③学校は登録
者に直接連絡し、活動条件の詳細について交渉することになる。 
県教委及び人材バンクを活用した高等学校からは、人材バンク、特にサポ

ートティーチャーの取組による効果について、次のような意見が聴かれた。 
 
（県教委） 

サポートティーチャーは、平成 27年度から増員措置を講じており、人材の
確保は重要な課題である。また、教員の働き方改革に伴い外部人材を有効活
用し、教員の負担軽減を図ることは喫緊の課題になっている。 

このような状況において、民間企業等で培われた優れた知識や技術を持っ
ている地域の者や、教職員としての経験を有する者などに人材バンクに登録
してもらい、学校のニーズに応じた人材を紹介する取組は有効であり、その
果たす役割は大きいと考えている。 
 
（高等学校） 
サポートティーチャーは、人材バンクから本校の希望に応じた登録者を紹

介してもらい、本校が直接面接して採用している。平成 30年度に配置してい
るサポートティーチャーは、50歳代の大学の非常勤講師であり、主に生徒の
進路相談への対応を行っているが、担当業務を生徒への就職支援に係るもの
のみと明確にしたため、活動が活発になり、生徒や教員からの評価が高い。 
サポートティーチャーは、担当業務を明確にした上で、人材を確保するこ

とが重要であると考えており、学校が要求する人材に対して多様な提案が可
能な人材バンクの仕組みは有効である。 

個に応じた学習
指導支援を行う
専門スタッフに
ついて地元大学
との連携協力に
より人材確保を
行っている事例 

市教委は、地元のＡ大学及びＢ大学と連携して、これらの大学の学生を、
市単独事業により配置しているスクールサポーター（通常学級や特別支援学
級、保健室・特別教室等において、個に応じた学習指導支援を行う専門スタ
ッフ（ボランティア））として任用し、小・中学校に派遣する取組を実施して
いる。 
市教委は、Ａ大学とは平成 17年 4月に、Ｂ大学とは 22年 7月に、上記の

取組について連携協力に関する協定書を取り交わし、毎年度、スクールサポ
ーターを募集し、希望する学生を週 1回・半日程度、小・中学校に派遣し、
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一定期間継続して、各学校が必要とする支援活動に参加してもらっている。 
スクールサポーターに係る平成 29 年度の任用実績は、Ａ大学の学生は 64

人、Ｂ大学の学生は 55人であり、これらの学生が 24小学校及び 3中学校に
派遣されている。 
市教委からは、スクールサポーターを小・中学校に派遣する取組の効果に

ついて、「同サポーターとして任用する学生には、大学の授業の空き時間を利
用して、交通費を含め無報酬で参加してもらっているが、教育現場での経験
を積みたい学生と、支援を必要とする児童生徒への学習支援、生活支援等に
人手を必要とする学校の切実なニーズが重なり、学校現場における教員の負
担軽減に非常に貢献している」との意見が聴かれた。 

また、スクールサポーターが派遣された小・中学校からは、同サポーター
の派遣効果について、下表のような意見が聴かれた。 
 
表 スクールサポーターの概要及び派遣効果（平成 30年度） 

（単位：人） 
学校種 派遣人数 職務内容 派遣効果 

Ａ小学校 2 
通常学級の授業

に加わり、要支援

児童の隣に座っ

て、学習支援を担

当 

スクールサポーターが積極的に児童

の中に入ってくれるので助かっている。 

授業中、要支援児童に付き添ってもら

うことで、教員が授業を進められる。 

スクールサポーターがいなければ、他

の教員等に代わってもらうしかない。 

Ｂ小学校 4 

Ａ中学校 1 

 1 年生の通常学

級の授業にティー

ム・ティーチング

のＴ2要員（注 2）

として、要支援生

徒の学習支援を担

当 

ティーム・ティーチングの年間計画に

スクールサポーターをＴ2要員として組

み込んでおり、教員に代わる要員とし

て、非常に助かっている。 

Ｂ中学校 1 

別室登校の生徒

に対する学習支援

を担当 

スクールサポーターとして任用され

た大学生は、生徒に近い世代であるた

め、人気がある。 

別室登校の生徒の補習は教科担任の

業務だが、スクールサポーターに支援し

てもらい、教員の負担軽減につながって

いる。 

（注）1 当省の調査結果による。 

   2 ティーム・ティーチング（ＴＴ）では、Ｔ1が授業全体を進め、Ｔ2は支援が必

要な子供の支援を担当する。 

（注） 当省の調査結果による。 
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